








5.結論 

奈良市における児童・生徒の検尿は、その制度化とともにはじめられたにもかかわらず、

資料保存の不備、一・二次有所見者並びに要精検者の脱落(未受診)、学校(園)←→校医(診

療所)←→専門病院、あるいは幼稚園←→小学校←→中学校←→高校←→大学～職地検診・

一般住民検診を結ぶ一貫体制の必要性、異常者の追跡体制の欠如、検査項目・記載事項の

標準化など、問題点は山積している。有効適切な腎疾患検診体制をととのえるためには今

後衆知を集め・地域に即した方向性を見出してゆくべきであって、本年度は地域における

検診体制整備の初年度として、まず検尿に関係するすべての者に事業のもつ意義の共通理

解をはかり、61年度以降の検診に反映させることに力点をおき、概ね所期の目的を達成し

たものと思われる。 


